選挙と政党政治の変動 : 有権者の行動をどう理解するか by 森本 哲郎 & Morimoto Tetsuo
選挙と政党政治の変動 : 有権者の行動をどう理解
するか
著者 森本 哲郎
雑誌名 ノモス = Nomos
巻 15
ページ 77-85
発行年 2004-12-25
URL http://hdl.handle.net/10112/12632
〔資料〕
選挙と政党政治の変動
有権者の行動をどう理解するか――
1 • はじめに
この (2003年の） 11月に衆議院選挙がありまし
た。また来年 (2004年） 7月には参議院選挙が行
われる予定です。そこで、時期が時期ですから、
報告の焦点を政治学は「選挙」というものをどの
ように見ているのかという点に置きます。選挙を
見る場合のキーワードとして、「政党支持」「争点
投票」「業績投票」「党首評価」という 4つを軸に
しまして、今回の選挙を振り返ってみます。そし
て、今後の日本の政党政治のあり方を考えてみた
いと思います。
2. 政党支持：安定した投票行動と政党政治
政治学において「投票行動」研究という分野が
あります。そこでは「人々が投票に行ったり、行
かなかったり、またA党に投票したり B党に投票
したりするのは、どのような要因によるのか」と
いうことを明らかにしようとしています。従来の
研究によれば、人々の投票行動を説明する（した
がって選挙結果を説明する）もっとも重要な要因
は、有権者の「政党同一化意識（政党帰属意識）」
とか「政党支持態度」と呼ばれるものでした。こ
れはアメリカのミシガン大学の研究グループ（ミ
シガン学派）が1948年から大統領選挙のたびに全
国的世論調査を行って明らかにしたもので、 1960
年に刊行された『アメリカの投票者』というアメ
リカ政治学の名著のひとつとされている大著にま
とめられています。
「政党同一化意識」「政党支持態度」とは、「あ
る特定の政党に近いと感じる意識（あるいは支持
している態度）」のことですが、この意識（心理）
が有権者の投票行動とその安定性に決定的な影響
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を与えていると言うわけです。もう少し詳しく言
えば、①有権者は「A党に近い、共感をもっ」と
感じているゆえにA党に投票する（ミシガン学派
の研究ではA党は民主党か共和党になります）。
②全体的に見れば、有権者は最初に投票した政党
に投票し続ける。③政党同一化意識は（諸要因の
いわば結節点である）家庭における「政治的社会
化（成人になるまでの政治意識の形成）」を通し
て世代間（親から子へ）で継承される傾向にある。
代々のA党支持者が存在する。④政党同一化意識
が強いほど、棄権率は低く、そして支持政党に実
際に投票する確率は高くなり、また選挙毎に同一
の政党（支持政党）に一貫して投票するという投
票の安定性も大きくなる。このような事が明らか
にされたわけです。これはアメリカで明らかにさ
れたわけですが、この主張は、日本やヨーロッパ
（例えばフランス）での選挙研究でも実証されて
います。
いずれにせよ、このような有権者の安定した投
票行動があって、安定した（変動の少ない）政党
政治があったわけです。ミシガン学派の発見を支
えた調査が行われた1950年代というのは、アメリ
カの政党政治がもっとも安定していた時代であっ
たことは、このことを逆に示していると言えるで
しょう。しかし、家庭での「政治的社会化」を通
して形成され、生涯ほぼ持ち続ける特定の政党へ
の「愛着」という、いわば「情緒的」な「政党同
ー化意識（政党支持態度）」が大方の有権者の投
票行動を左右している、したがって選挙結果を左
右している、という「発見」は学界でも波紋を呼
び起こしました。この主張によれば、先に見たよ
うに、必ずしも「合理的に」形成されたとは言え
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ない「政党支持態度」が投票にもっとも大きい影
響を及ぼし、次に候補者に対する評価（イメー
ジ）の影響があって、政策争点に関する態度が有
権者の投票に与える影響はもっとも弱い、その上、
「候補者のイメージ」にせよ、「政策争点に関する
態度」にせよ、有権者の「政党支持態度」の影響
を受けている、と言うのです。つまり、例えば
（アメリカですと）共和党支持者であるゆえに、
共和党の候補が民主党の候補よりもよく見え、ま
た共和党の政策が民主党の政策よりもよく見える、
したがって共和党に投票するのだ、と。このよう
な発見だったからです。つまりアメリカの民主主
義を支えているのは、いわば「非合理的な（情緒
的な）有権者」だった、ということになったから
です。日本でも同様で、「非合理的な（情緒的な）
有権者」の存在が、戦後の安定した（変化の少な
い）政党政治の枠組みを支えていたと言えるで
しょう。
3 . 争点投票：投票行動の流動化と政党政治の変
動 (1)
ところが、 1980-----90年代になりますと、これは
先進諸国に程度の差はあれ共通に認められますが、
有権者の投票行動に対する「政党支持態度」の影
響力が弱まって来ます。いわゆる「支持政党な
し」層が増大したり、「支持あり」層でも支持の
強さが下がって来ています。その結果、例えば自
民党支持者だけれど、選挙では必ずしも自民党に
投票しないという人が多くなったりするわけです。
「政党支持態度」というのは短期的に激しく変化
するものではなく、徐々にしか変化しないもので
すから、従来この要因が大方の有権者の実際の投
票行動に強い影響を与えている間は、毎回の選挙
結果もそう激しくは変化しなかったわけです。し
かしながら、この長期的要因の影響力が後退し、
短期間に変動しやすい要因が大きな影響力を持つ
ようになって来たことが近年の研究から明らかに
なって来ました。とりわけその影響力が注目され
てきたのが、有権者の「政策争点態度」と「業績
評価」という要因です。「有権者が候補者や政党
のかかげる公約を吟味して、誰に投票するのかを
決める投票のしかた」を「争点投票」と呼び、
「有権者が政府のこれまでの仕事ぶり（業績）を
評価して、プラス評価の場合は与党に、マイナス
評価の場合は野党に投票するという投票のしか
た」を「業績投票」と呼んでいますが、このよう
な「争点投票」や「業績投票」を行う有権者の割
合が大きくなり、その結果、このような投票のあ
り方が選挙結果の帰趨を決することが多くなって
きた（さらには当たり前になってきた）というわ
けです。
ある種「情緒的な」政党支持態度で投票行動が
決まっていたこれまでの選挙に比べて、政策争点
（公約）あるいは政府の業績を有権者が吟味した
結果によって投票行動が決まるというのは、「合
理的な」「賢い」有権者の登場として、民主政治
にとって一応歓迎すべきことでしょう。（問題点
については後で触れたいと思います。）
いわゆる「マニフェスト」による選挙というの
は、ここでいう「争点投票」を軸にした選挙とい
うことになりますが、ただ、一般的に言えば、
「争点投票」によって選挙が決せられるというの
はいくつかの条件がそろわないと成立しにくいの
です。実際、解決を要する政治課題はひとつでは
ありません。対外関係と安全保障の問題、行政改
革、財政構造改革、金融政策、経済政策、雇用問
題、環境問題、少子化と高齢社会化問題、教育改
革……等など。これらの諸問題について有権者自
身が各分野の複数の専門家の（必ず対立しており、
素人目にはそれぞれもっともに思える）専門的意
見を参考にしつつ、各政党（候補）の政策提案の
妥当性を種々検討し、自分自身が望む結果や優先
順位と照らし合わせて優劣を総合判断する。そし
て投票所に向かう。日々多忙な「生活者」にとっ
て、このような手間暇かかることは普通できない
ものでしょう。
多数の人々が「争点投票」をおこない、それに
よって選挙結果が決せられるということが生じる
のは次のような条件が揃ったときだと考えられて
います。①有権者の関心が集中している争点が少
数存在すること。②それら争点に対する有権者の
判断がどちらか一方に大きく傾いていること。③
それら争点に対する各政党（候補）の立場（政
策）の違いが有権者にとって明瞭に（一目で）理
解できるものであること。したがって「争点投
票」が選挙結果を決する、言い換えれば「政策の
争い」で選挙結果が左右されるというのは滅多に
ないことだということがお分かりいただけると思
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います。ある選挙の結果を事後に解釈して、これ
はA党の政策（公約）が受け入れられた結果だと
か、 B党の政策（公約）が有権者に拒絶された結
果だとか、よく総括されますが、これは「有権者
が現実にその政策を吟味支持してあるいは吟味拒
絶して、そのような投票行動を行ったのかどう
か」ということとは一応別の次元の話で、要する
に当事者が（あるいはマスメデイアが）そのよう
に解釈するという意思表示にすぎません。もちろ
ん、そのような解釈は強い影響力を持ち、勝った
方の政党の政策を正当化する機能を果たすことに
なります。
さて、このように実際には成立しにくい「争点
投票」が顕著に生じ、選挙結果を大きく左右した
日本選挙史上最初の事例が1989年参議院選挙だと
されています。この選挙では自民党が大敗し、当
時の社会党が大勝して、非改選も含めて参議院で
の自民党過半数割れを引き起こしたのですが、こ
こでは、消費税（見直しか否か）、農産物輸入自
由化（是か否か）、政治倫理（リクルート事件と
自浄能力の大小）の 3つが有権者の関心を集中さ
せた争点となり、先に述べた 3条件を満たすこと
になったのです。実際に「政策争点」をめぐる有
権者の判断が選挙結果を大きく左右したのは、こ
の事例だけでしょう。その次に成立したといえる
のは、これほど明確ではありませんが、 2001年7
月の参議院選挙だと言えるかもしれません。「小
泉旋風」のなかで自民党が大勝したこの選挙も、
あえて言えば、（漠然と「現状打破」をイメージ
する）「構造改革」を争点とした「争点投票」が
成立した選挙だと言えるかもしれません。「構造
改革」推進とイメージされた政党（「小泉の自民」
党、民主党、自由党）がそれぞれに票と議席を伸
ばし、「構造改革」反対とイメージされた政党
（共産党、社民党）ははっきりと後退したからで
す。いずれにせよ、事例はわずかだと言えましょ
う。
4. 業績投票：投票行動の流動化と政党政治の変
動 (2)
このように有権者にとって投票に行くための
「情報収集処理のコスト」が過大で成立しにくい
「争点投票」にかわって、実際に行われているの
は「業績投票」です。先に「業績投票」を定義し
て、「有権者が政府のこれまでの仕事ぶり（業績）
を評価して、プラス評価の場合は与党に、マイナ
ス評価の場合は野党に投票するという投票のしか
た」だと言いましたが、その中でも、最も単純な、
言い換えれば多くの有権者にとって最も負担の少
ない、したがって実際に最も成立しやすい「業績
投票」は、「現在の暮らし向き」あるいは「景気」
がよければ、それを現政権の「業績」だと判断
（推定）して与党（候補）に投票する。逆に悪け
れば、それは現政権の「責任」だと判断（推定）
して野党（候補）に投票する、というものです
（この後の方の投票の仕方を「制裁投票」と言い
ます）。もっとも実際には「暮らし向き」とか
「景気」の善し悪しが、政府の政策（経済政策）
とどの程度関係しているのかは、判断が難しい
（経済の専門家でも一致しないことが多い） 1)。
景気がいいのは政府の政策とは無関係に国際経済
環境が上向きになってきたためかもしれず、また
景気が悪いとしても、政府の政策のお陰で「この
程度で収まっている」のかもしれません。しかし、
そんなことは少なくともその時点では専門家でも
意見が一致していないのだから、素人の有権者と
してはとりあえず「推定」して投票行動に移るわ
けです。
そして、アメリカなどでは日本よりも早い時期
から、この「業績投票」によって選挙結果が決せ
られるということが生じていたようです。例えば
1980年と1992年の大統領選挙では不況の責任を問
われて現職大統領が敗れています（カーターと父
ブッシュ）。またアメリカ以外の先進諸国、例え
ばフランスでも、 1981年から1997年までのすべて
の国政選挙（大統領選挙と国民議会選挙）で、内
政を主に担当する首相の与党は例外なく敗北（あ
るいは事実上の敗北）をしていますが、それはす
べて失業問題が主因であって、要するに「失業率
が高い＝暮らし向きが悪い」責任を問われての
「業績投票」が選挙の帰趨を決したわけです。「制
裁投票」ですね。
これに対して日本では、 80年代には政党支持態
度の影響力が弱まり、無党派層（支持なし層）が
1)これと関連して、東谷暁『エコノミストは信用できるか」文春新書 (2003年）は考えさせるところがある作品です。
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増えたりして、政党支持が流動化していたにもか
かわらず、「業績投票」で選挙が決まるというこ
とは現れなかったのです。それは、①自民党以外
の政党の政権担当能力への信頼感がまだできてい
なかったこと、② 「不況対策としての公共事業投
資」という考え方がまだ一定のリアリティを有し
ており、そのために自民党候補による「中央との
パイプ」論がまだまだ説得力をもっていたためだ、
と言われています。こうして日本では「不景気だ
から自民党」ということになって、政党支持が弱
まっていたにもかかわらず、自民党政権が持続し
ていたのです。しかしながら、 1998年参議院選挙
での自民党の大敗は、ついに日本でも「業績投
票」が選挙を決するようになったことを示しまし
た。この選挙は、当時「戦後最悪」と言われた不
況の中で行われたものですが、自民党支持者も含
む多くの有権者が、その原因を橋本内閣の「失
政」に求めたわけです。橋本首相が政策原則に忠
実に「財政再建路線」に固執し、景気回復のため
の財政支出を拒み、さらに消費税率の引き上げに
踏み切ったためであると考えられたのです。この
結果、政権発足後比較的長く好調な支持率を誇っ
ていた橋本首相はあっけなく退陣を余儀なくされ
てしまいました。ついでながら、この時の敗北は
後々にも尾を引いて、「橋本では選挙に勝てない」
というイメージを自民党員大衆に植え付け、 2001
年4月の自民党総裁選挙で小泉総裁誕生の下地を
作ったことは皆様の記憶にまだ新しいと思います。
「とにもかくにも AB党支持だからAB党に投
票するのだ」という態度に比べれば、政府の「業
績」を判断して投票するというのは、民主政治に
ふさわしい「合理的態度」として識者から一般に
好意的に受け止められています。あるアメリカ人
の研究者（マイク・モチヅキ）は98年参議院選挙
で「業績投票」が見られたのは「うれしい驚き」
とコメントしていました。
このように好意的評価の多い「業績投票」です
が、問題点もあります。①アメリカでは「政治的
景気循環」という概念が成立していることから明
らかなように、選挙対策として、当座の景気回復
のために、中長期的影響を棚上げして、短期的な
経済政策が取られることがしばしばあります。②
直ちに効果は現れない、しかし必要な長期的政策
の効果をどう評価するのかという問題があります。
例えば1992年の大統領選挙で不況の責任を問われ
て父ブッシュ大統領（共和党）はその少し前の
「湾岸戦争」時の高い支持率がウソのように、ク
リントン候補に敗れ、逆に大統領となったクリン
トン（民主党）は、人格を疑われるそのスキャン
ダルにも係わらず、好景気のゆえに高い支持率を
維持していました。クリントン政権下の好景気を
もたらしたのは、 1980年以来のレーガンそして父
ブッシュと続く共和党政権下での「構造改革」政
策（規制緩和など）がようやくクリントン政権に
なって全面的に実を結んだと言うことなのかも知
れないからです2)。当然ですが、共和党関係者は
このように主張しで悔しがっています。③ 「業績
評価」といっても、個別主義的な「業績評価」が
あります。つまり「自分の地元あるいは自分の業
界にとって業績のある」候補者に投票するという
行動もあります。これもまたドライな「合理的」
有権者であります。このような有権者は自民党候
補が「利益」をもたらさないとなれば、民主党候
補に容易に乗り換えるでしょう。
5. 党首評価：投票行動の流動化と政党政治の変
動 (3)
従来の研究においては、日本では有権者の投票
行動における党首評価の影響は小さいとされてき
ました。しかしながら、まだ覚えておられるかと
思いますが、 2000年衆議院選挙において、当時の
森首相に対する世論のあまりに低い評価（首相と
しての資質が問われる）が大きな関心を集め、選
挙での党首評価の影響が注目されました。この選
挙の際に実施された調査の結果明らかになったの
は以下のことでした。
①まず党首の人気よりも不人気の方が投票行動
と選挙結果に重大な影響を与えるということです。
すなわち、党首の人気が高い場合は、無党派層の
投票をひきつけるという効果がありますが、その
2)「構造改革」（ネオリベラリズム）が「成功」した結果、マクロ経済指標は大きく改善される一方、社会経済的格差は拡
大し、「弱者」にとっては厳しい状況となることがアメリカを例に挙げてしばしば指摘されています。しかし、アメリ
カでは、「弱者」（例えば、学歴水準や所得水準の低い者）の投票率は一般的に低いため、彼らの不満は選挙結果には反
映されにくいのです。
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党の支持者はいずれにせよ投票するわけです。こ
れに対して党首が不人気の場合は、無党派層が投
票しないのはもちろん、その政党の支持者でさえ
離反する傾向があるので、打撃が大きいと言えます。
②分かったことの二つ目は、①で指摘した事実
は、小選挙区よりも比例区でより当てはまるとい
うことです。 2000年の衆議院選挙で見れば、例え
ば森首相（党首）の不人気は、自民党支持者と無
党派層のいずれについても、小選挙区よりも比例
区での投票行動により大きく影響を与えていまし
た。また現在の衆議院（参議院もですが）では小
選挙区と比例区の2票を行使できますが、この2
票を使い分ける（つまり別々の政党に投票する）
という行動が観察できます。これを「分割投票」
と言いますが、 2000年衆議院選挙の調査では、小
選挙区で自民党候補に投票した人が比例区でも自
民党に投票するかどうかは、その有権者が森首相
をどう評価するかで、大きく違っていました。逆
に比例区で自民党に投票した人が、小選挙区で自
民党候補に投票するかどうかは、森首相に対する
その有権者の評価とは無関係でした。
以上の発見を整理しますと、比例区では、党首
の行動がマスメデイアを通して有権者に伝えられ、
これに基づいて有権者はその党首のイメージ（評
価）を形成します。そしてそれが投票する政党の
選択に影響を与える。このような流れになります。
他方、小選挙区（参議院では選挙区）では、この
ようにして形成された党首イメージに加えて、各
選挙区での候補者のイメージ（評価）が合わさっ
て、投票する候補者の選択に影響を与える、とい
うことになります。（なお参議院の場合は、 2000
年の制度改正で比例区が「非拘束名簿式」になり、
名簿の候補者個人に投票できるようになりました
ので、党首評価の影響は衆議院よりは少なくなっ
たかもしれません。）
いずれにしても今後、党首評価（イメージ）の
役割はますます大きくなるだろうと考えられますc
小泉人気による自民党勝利と言われた2001年参議
院選挙がこのことを示しています。ここでは、党
首評価による比例区での自民党の大幅得票増、そ
して無党派層の自民党への投票が自民党の勝利に
大きく寄与したと言えます。実際、森不人気首相
の下で行われた2000年衆議院選挙での自民党の得
票率は、小選挙区では41%と堅調だったのに対し
て、比例区では28.3%にすぎません。他方、小泉
人気首相の下で行われた2001年参議院選挙での自
民党得票率は、小選挙区では41%と前年と変わら
なかったわけですが、比例区では38.6%と大きく
票を伸ばしていました。また無党派層の比例区で
の投票先を見ても、 2000年衆議院選挙では、自民
党20.5%、民主党32.2%だったのが、 2001年参議
院選挙では、自民党40.1%、民主党17.9%と、自
民党が大きく伸びていました。小泉党首（首相）
に対する高い評価の影響は歴然としています。
6. 1月衆議院総選挙と政党政治の展望
以上述べてきた投票行動論の立場から今回の衆
議院選挙はどう見えるでしょうか。
実は、この選挙の2週間前 (10月25日）に芦屋
市の市民講座で本日と同様のテーマで講演をする
機会がありました。その時に私は今回の選挙につ
いて次のような予測をしていますので、それをま
ずご紹介したいと思います。
①政党支持については、自民党は比較的高い水
準を維持しています。民主党は合併効果が現れた
のか、支持率が少し上昇していますが、まだ自民
党との差はかなり大きい。もっとも、今回選挙で
大きく伸びれば、選挙後の支持率は確実に大幅に
上昇します。これは「勝ち馬効果」と言いまして、
これまでも民主党は同様の経験をしております。
ただ、選挙直後がピークで、その後下降線をつね
に描いて来たのですが。
②争点投票については、「マニフェスト」対決
とされて大きな関心を集めています。「政策によ
る選挙」の実現という、 1994年に導入された「選
挙制度改革」の目的が実現しつつあるようにも見
えます。しかし、すでに述べましたように、実際
には、政策争点に対する有権者の判断が選挙を決
することは稀であります。しかも、「構造改革」 3)
に対しては、自民党も民主党も「推進」を主張し
3)「構造改革」で理解されているものとして、例えば「朝日新聞」の主要100社アンケートの調査項目では次のように列挙
されています。「規制改革、税制改革、社会保障制度改革、行政改革、不良債権処理、地方分権、財政再建」。（『朝日』
03/10/20) 
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ており（「反対」は共産党と社民党でしょう）、問
題は、「推進」する能力があるかどうかという点
にあります。これは実際、判断は難しいでしょう。
さらに対外政策についても、イラクに自衛隊を
派遣するかどうかという今回限りの争点を別とす
れば（しかも選挙前に派遣するのではないようで
す）、軍事的な面を含む「国際貢献」にも、自民
党も民主党も原則賛成ということで相違は少なく
なっています。民主党の場合は党内に強い反対グ
ループを抱えていますが、この内部の亀裂は有権
者の関心を引いておりません。この点でも決定的
な分かりやすい対立は、自民党／民主党対共産党
／社民党にしかありません。対外政策（国際貢
献）と構造改革という基本的政策については、原
則としては自民党と民主党に決定的な政策の違い
はなくなっており、個々具体的な論点での違いを
互いに強調するという格好になっています。しか
しながら、個々の論点についてその政策的妥当
性• 実現可能性の判断を有権者がいちいち行うの
は大変ではないでしょうか。「争点」が影響を与
えるとすれば、「政策の内容」よりも自民党と民
主党のどちらに「実行能力があるか」という点に
対する総論的な評価（イメージ）でしょう。実際、
選挙後の「読売』調査によれば、各党の「マニ
フェスト」について「内容をよく知っていた」と
答えたのはわずか4%でした（同紙03/11/26)。
民主党が手本にしたとされる、ブレア党首（現首
相）率いるイギリス労働党の「マニフェスト」戦
略も、マニフェストの内容そのものよりも、この
イメージ形成で効果が大きかったと言われていま
す。
③業績評価については、今年の後半になってか
ら、株価が上昇に転じ、企業経営者の景況感も大
きく改善してきております。小泉政府の政策の効
果なのか、それとは無関係の外的要因のお陰なの
か、それは専門家でも議論の分かれるところであ
ろうと考えますが、ともかく重要なのは、景気が
改善しつつあるという主観／感覚です。経済につ
いては「業績」を上げているということになるで
しょう。対外政策についても、北朝鮮問題を中心
に「業績」を上げているという感覚があるように
思われます。
④最後に党首評価については、依然、小泉自民
党党首への支持は大きく、首相としてふさわしい
人として、民主党代表菅直人をつねに大きく引き
離しています。
以上の4点から判断する限り、総論として見れ
ば、自民党に不利な材料は少ないように思えます。
しかし、小選挙区ですから、個々の選挙区でわず
かの差で議席が大きく変化しますので、民主党が
少し票を伸ばした結果、自民党が議席を大きく減
らすことは十分ありえます。民主党にとっての期
待は、 2大政党制 (2大政党の間で政権交代のあ
る「理想的政党政治」）待望論の追い風を受けて、
弱い自民党支持者や保守中道系の無党派層の中に
「自民党が負けるのは困るけれど、あまり勝って
もらっても困るので、 2大政党制に近づけるとい
う目標も考慮に入れて、今回は民主党に投票しよ
う」という有権者が大きく増えることでしょう。
とりわけ比例区ではそのような有権者が増える可
能性は大きいと思われます。
以上のような予測を立てたわけですが、結果は
この予測どおりであったと思います。
そこで、今後の政党政治の展望です。 2大政党
制が望ましいのかどうか、議論のあるところです
し、衆議院480議席中比例区の分が180議席
(37. 5%) もあって、小政党も議席を確保できる
ようになっているので、この効果も無視できませ
ん。しかしながら、 10年前の政治改革論議の結果
導入された現行の衆議院選挙制度（従来の中選挙
区制を廃して、小選挙区中心の選挙制度＝小選挙
区比例代表並立制を導入）は、その改革論議を
引っ張った人々の頭の中に、 2大政党制の実現と
いうものがあったのは確かです。なるほど、世界
のいわゆる先進民主主義諸国（もちろん日本も入
ります）の中で、 2大政党制あるいはほとんど2
大政党制となっている国々では選挙制度はすべて
小選挙区制であります。イギリス、オーストラリ
ア、ニュージーランド、カナダ、アメリカ（下院
が小選挙区）です。イギリスは労働党と保守党、
オーストラリアは労働党と自由党• 国民党連合
（この両党は戦後一貫して国政では固い連合を組
んで来ましたので、ひとつの政党のように扱って
いいと思います）、ニュージーランドは労働党と
国民党です。なおこの国は1996年から比例代表制
に変わりまして、 2大政党制は終わりを迎えまし
た。カナダは自由党と進歩保守党、アメリカはご
承知のように民主党と共和党です。よく見ると、
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イギリスとかつてイギリスの植民地であったとこ
ろばかりです。そして北アメリカのふたつの国の
場合は、いわゆる左翼政党、日本流に申せば革新
政党（労働党、社会党など）は主要な政党ではな
く、 2大政党とも保守（保守中道）政党で、イギ
リスとイギリス連邦の 2つの国が保守革新2大政
党制となっているのも興味深いところでしょう。
このように見ますと、 1955年（昭和30年）に自由
民主党が結成され、社会党が再統一されて、後に
言うところの「55年体制」が始まったときにも
「2大政党制時代」への期待がマスメデイアを中
心に大いに書き立てられたのですが、この時はい
わばイギリス型の保守革新2大政党制待望論でし
た。これに対して今盛んに言われている2大政党
制待望論はアメリカ型（あるいは北米大陸型）の
保守2大政党制論になっています。モデルとなる
政党システムの形もヨーロピアンスタイルからア
メリカンスタイルになりつつあるのでしょうか。
それはともかく、このような諸外国の姿を見てお
りますと、日本でもいよいよ2大政党制の実現が
近づいているような印象が出てくるのもむべなる
かな、と感じます。
「デュヴェルジェの法則」とよばれているもの
があります。「小選挙区制は 2大政党制を生む」
というもので、以上を見ていると確かに当ては
まっているようにも思えます4)。しかしながら、
1回投票制の小選挙区制度を取っている国々でも
2大政党制になっていないところもあります。イ
タリアがそうです。イタリアは戦後長い間比例代
表制だったのですが、 1993年にこれを廃止し、日
本と同様に小選挙区優位の小選挙区比例代表並立
制に移行しました（全議席の4分の 3が小選挙区
から）。しかし、ドングリの背くらべの多くの政
党が勢力を争っており、左右2大ブロック化の傾
向は示しているものの、 2大政党制にはなってお
りません。これは地域ごとに強い政党がそれぞれ
あって、その結果全国レベルで見れば多くの政党
が登場するためです（デュヴェルジェもこの点の
留保はしています）。このように、確かに小選挙
区制の効果は大きいわけですが、それだけで2大
政党制が実現することを保証するとは言えないの
です。
さらに2大政党制と言いましても、実は議席で
見た場合と得票率で見た場合に分けて考えること
も必要だと思います。オーストラリアの場合は、
労働党と自由党• 国民党連合（ひとつの政党のよ
うに扱われています）の2大政党は、戦後一貫し
て、得票率では合計ほぼ90%以上、議席占有率で
は合計ほぼ100%であって、文字通りの 2大政党
制となっています。これに対してイギリスはどう
かといいますと、労働党と保守党で議席占有率こ
そ戦後一貰して90%を超えていますが (97年選挙
では下がりましたが、それでも89%)、得票率で
は70年代の半ば以降は、両党あわせて平均75%程
度にすぎません。第3党の自由民主党（自由党と
社会民主党が合同）は例えば83年選挙では得票率
25%で労働党の28%に迫っていたにもかかわらず、
議席率ではわずか3.5%しか取っていません。労
働党の議席率は32%でした。以後の下院選挙でも
同党は17-22%の得票をあげていますが、議席は
3-7%です。このような事態が続いても小選挙
区制の正統性が損なわれないとすれば、それがあ
る意味で人為的にもたらしている 2大政党制もま
た持続するのであろうと考えられます。
だとすれば、 2大政党制が定着するにあたって
は、選挙制度をこえた条件が必要なのだろうと考
えられます。それが何かはじつは簡単には分から
ないわけですが。
それでは、最後に、今後の日本の政党政治のス
タイルはどうなるのでしょうか。 2大政党制が実
現するのでしょうか。私は今年9月初めに校了と
した概説書（『ポリテイカル・サイエンス事始め
［新版］』の第4章）において、 11月の衆議院選挙
結果を予測しながら、これからの政党システム
（政党制）のありうるシナリオを書くという心臓
によくない作業をしておりました。一度出すと少
なくとも数年は改訂されないわけですから、シナ
リオが大外れですと、とても困るわけです。とも
4)なお、この場合の小選挙区制というのはフランスのように 2回投票制とセットになったものではなく、普通見られる 1
回投票制の場合です。 2回投票制を取っていますと、 1回目に過半数をとった候補がいない場合は2回目の投票を行う
という仕組みですので、有権者は最初の投票ではもっとも投票したい候補に投票し、決選投票では次善の（あるいはよ
りましな）候補に投票します。このような仕組みの効果もあって、必ずしも 2大政党制になりません。現在フランスで
やや2大政党制的な方向が見られるとすれば、それは大統領選挙の効果でしょう。
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あれ、この概説書で私は次のようなシナリオを想
定しました。そこからの引用が中心で恐縮ですが、
簡単に説明します。
① ひとつめが2大政党制です。
アメリカ型の保守2大政党制の方向については、
「この方向の将来は不透明である。民主党内には
基本的政策課題をめぐって真っ向から対立する勢
力が併存しており、 2大政党制の前提となる主要
政党間のクリアな政策対立イメージが形成されに
くいことが大きな要因である。ただ、自由党と合
流して拡大した民主党が「ともかくも政権交代さ
え起きれば道は開ける」という世論を喚起して躍
進すれば、このシナリオの実現可能性は再度大き
くはなる」。他方、「イギリス型保守革新2大政党
制の道は目下のところ全く展望が閉ざされてい
る」と書いています。ただし、保革2大政党制の
シナリオが再浮上する条件についても述べていま
す。
② 2つ目として、疑似2大政党制。
これは「一方にはつねにかなりの相対多数を維
持し、ときどきは過半数を超えることもある大政
党があり、他方に同じ組み合わせの連合を組むこ
とに成功したりしなかったりするいくつかの中小
政党があって、この2つの勢力間で政権交代が行
われるというかたち」を指します。日本とともに
「1党優位制」の数少ない例であったスウェーデ
ンが、 1976年以降このかたちになっています。日
本では、このシナリオの可能性は政界再編当初は
存在したが、現在では「遠のいている」、と書い
ています。
③ 3つ目に、 3党制。
定義としては、「2つの大政党がともに単独で
は過半数に達せず、より小規模な第3党と連合を
組むことに成功した方が政権を担当するというか
たち」です。そして、「日本でこのタイプの政党
制があるとすれば、自民党と民主党が2大勢力と
して拮抗状態となり、第3党として再登場した公
明党を連立に引き込んだ側が政権を担当するとい
うかたちであろうか」と予測しています。
この点について、蒲島郁夫／菅原琢両氏は、 11
月衆議院総選挙から 1ヵ月後のつい最近公表した
論文中で次のように述べています。今回総選挙の
「分析の結果からは、自民党と民主党という 2つ
の政党による政権交代の可能性は考えられない」。
「公明党は、自民党も民主党も過半数を得られな
い状況の下で卓越した交渉力を持っている。つま
り公明党がどちらにつくかによって政権は替わる。
それゆえ、公明党はどちらを選ぶかという「政権
選択」の説明責任がある」、と。 2大政党制への
期待とは違い、現実は 3党制状況であることを示
唆したものと言えましょう。
④ 4つ目として、 1党優位制の継続あるいは復
活というシナリオ。
「自民党がさしあたり過半数を回復しなくても、
相対的に群を抜いた第 1党であるかぎり、一部の
中小政党と連合を組むことによりあるいは閣外支
持によって持続的に政権を維持するというシナリ
オ」を指しています。あまり愉快なシナリオとは
思われない方も多いかもしれませんが、「まだ自
民党（連立）政権が続くのだろう。残念ながら」
という意識も含めて、自民党（連立）政権の持続
を前提に投票行動を行っている有権者は少なくな
いと思います。
⑤ 最後に完全な多党制というシナリオも私は想
定しておきたいと思います。
かたちとしては、「自民党が分裂し、また民主
党も分裂する。他方勢力結集•新党結成の試みも
順調ではない。こうして保守から革新まで似か
よった規模の 6、7個の政党が併存する」という
ものです。政権連合はフランス第4共和制のよう
に、「そのときどきの争点にしたがって形成され
ては解消される」という、いささか憂鬱な道をた
どるかもしれませんが、 1党優位制崩壊後のイタ
リアのように、左右2大ブロックが形成され、両
者間で政権交代が何度かなされるという道も考え
られます。
ともあれ、定期的な政権交代のある政党政治へ
の大きな一歩になるのかどうか、関心を持たずに
はおれない総選挙だったと言えましょう。
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① イスマル、コレット（森本哲郎訳）『選挙と
投票行動の政治学』法律文化社 (1994年）。
② 伊藤光利編『ポリテイカル・サイエンス事始
め［新版］』有斐閣 (2003年）の第 1章（田中
愛治）と第4章（森本哲郎）。
③ 大嶽秀夫『高度成長期の政治学」東京大学出
版会 (1999年）の第5章「投票行動の行動論的
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④ 大嶽／鴨／曽根『政治学』有斐閣 (1996年）
の第5章（大嶽秀夫）。
⑤ 蒲島郁夫「社党大勝は「争点選挙」化による
一時現象」『エコノミスト』 1989年10月23日号。
⑥ 蒲島郁夫「98年参院選 自民大敗の構図」
『中央公論』 1998年9月号。
⑦ 蒲島郁夫／今井亮祐「党首評価と投票行動一
2000年総選挙」『選挙研究』 16号 (2001年）。
⑧ 蒲島郁夫「小泉政権登場で日本政治は何と訣
別したかー2001年参院選」『中央公論』 2001年
12月号。
⑨ 蒲島郁夫／菅原琢「公明がどちらを選ぶかで
政権は替わる」『中央公論』 2004年1月号（発
行は2003年12月）。
⑩ 北山／真渕／久米『はじめて出会う政治学
［新版］』有斐閣 (2003年）の第4章。
⑪ 小林良彰「「業績評価投票」へ転換」『朝日新
聞』 1998年7月14日夕刊。
⑫ 的場敏博『現代政党システムの変容』有斐閣
近年の国政選挙の結果 (1995-2003)
(2003年）。
⑬ 三宅一郎『投票行動」東京大学出版会 (1989
年）。
【付記】
本稿は法学研究所第42回総合研究会 (2003年12
月20日）で報告した原稿に若干の修正を加えたも
のである。各研究班の課題に関わりの深いテーマ
で、専門を異にする他の研究班の構成員を前に報
告するという総合研究会の性質に鑑みて、専門性
よりも一般性に傾いた内容になっている。内容と
の関係で文体も話し言葉のままである（同様の理
由で参照文献は末尾に一括掲示し逐次の注記はし
ていない）。また、この報告から 7ヵ月後に参議
院選挙が実施された。その結果をめぐって様々な
解釈がすでに速報的評論的に出され、同時に学術
的な分析も進行しているが、本稿は基本的な考え
方を中心にした報告でもあり、 2003年総選挙前後
の観察記録という意味も含めて、報告原稿をその
まま「資料」として掲載することにした。
得票率（％）と議席数
2003衆院選 2001参院選 2000衆院選 1998参院選 1996衆院選 1995参院選
小選挙区 議席 選挙区 議席 小選挙区 議席 選挙区 議席 小選挙区 議席 選挙区 議席比例区 比例区 比例区 比例区 比例区 比例区
自 民 43. 8 237 41. 0 64 41. 0 233 30. 5 44 38. 6 239 25. 4 46 35. 0 38. 6 28. 3 25. 2 32. 8 27. 3 
自 由 5. 5 6 3. 4 22 1. 8 6 7. 7 1. 0 9. 3 
保守＊ 1. 3 
"'' 2. 0 4 
2. 3 1 0. 4 7 '' 
新進 28. 0 156 26. 5 40 28. 0 30. 8 
公明 1. 5 34 6. 4 13 2. 0 31 3. 3 ， 14. 8 15. 0 13. 0 13. 8 
さきがけ 1. 3 2. 5 
1. 4 ゜1. 1 2 3. 6 3 民主 36. 7 177 18. 5 26 27. 6 127 16. 2 27 10. 6 52 37. 4 16. 4 25. 2 21. 7 16. 1 
社民＊＊ 2. 9 6 3. 4 3 3. 8 19 ! 
4. 3 
5 
2. 2 
15 1. 8 16 5. 1 6. 6 9. 4 7. 8 6. 4 16. 9 
共産 8. 1 ， 9.9 5 12. 1 20 I i， 15. 7 15 12. 6 26 10. 4 8 7. 8 7. 9 1. 2 14. 6 13. 1 9. 5 
その他 1. 1 2 
4. 8 
゜
3. 2 
6 
5. 3 
゜
2. 3 
1 8. 7 4 
'' 5. 5 1. 4 6. l 2. 6 1. 9 
無所属 4. 6 11 10. 4 3 4. 一9I ！ ' 15 23. 0 20 4. 4 ， 14.7 ， 
'"'"' 
480 121 480 126 500 126 
*2003年は保守新党。** 1995年は社会党
（出所）『朝日新聞』『読売新聞』記事により作成
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